
29年度　公文書開示状況（6月決定分）　会計管理局 様式
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・小池知事、野田・宮地両特別秘書が公用アドレス以外
のメールアドレスで送信し、副知事、特別秘書、知事部
局全局長、特別顧問、特別参与、特別調査員が公用アド
レスで受信したメールすべて（2016年8月1日～2017年5月
25日）

1 請求に係る公文書を作成及び取得しておらず、存在しないため。
会計管理局
管理部総務
課

決定区分 （根拠規定）条例７条

表の見方 

＜決定区分＞ 

 ・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。 

＜（根拠規定）条例7条＞ 

 ・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。 

＜公文書の件名＞について 

 ・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。 

 ・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。 

 


